
流通系
　一般的に，流通系の企業では，女性社員が比較的多いものの，女性が現場の主任から管理職に昇進するのに困難が残されている場合もある。女性主任の昇進を阻害する要因には，女性
自身の家庭環境やキャリア意識，上司との関係，男性中心主義的な管理職像，男性中心的な評価の仕方など，さまざまなものが考えられる。
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●モデル開発に加え，本事業の効果を測定するための調査を行う。
●本事業の実施前後に，各機関でアンケート調査を行って，意識の変化などをとらえ，本事業の取り組みがもたらす効果を検証する。
●調査の結果は，第三者評価などの基礎データとする。
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取組［4］ダイバーシティ研究環境実現モデル開発

■事例：イズミ株式会社
◉聞き取り調査（2018年4月～ 6月），アンケート調査（2018年6月～ 8月）の分析結果をもとに，各種施策等を行った。

■事例：デルタ工業株式会社
◉聞き取り調査（2018年3月），アンケート調査（2019年1月～ 2月）の分析結果をもとに，2020年度には以下の施策を実施した。
●若手，中堅を対象とした人事面談を実施し，リモートワーク制度を構築●社内報で男性社員の育休取得紹介。その結果，男性育休対象者の育休
取得率が13.6％（2019年度）から31.0％（2020年度）へ，取得平均日数が42.6日（2019年度）から61.9日（2020年度）へと増加。
◉2021年度には以下の施策を実施した。
●若手，中堅を対象とした人事面談の実施 （継続）●社内報で男性社員の育休取得紹介（継続。2022年1月時点で2021年度取得率26.9%，平均
取得日数47.6日）●介護や育児のためのテレワークの推進（2019年度の人事面談の結果を受けての新制度。ライフイベントのために県外に転居し
た女性社員がリモートで勤務継続などの実績あり）

製造系
　一般的に，製造系の企業では女性社員が少数であり，しかも特定の部署に集中しがちである。そのような環境では，女性が昇進するのにさまざまな困難があると考えられる。男性中心主
義的な風土や慣行，両立支援制度の使いづらさ，男性中心的な評価基準などである。

■事例：マツダ株式会社
◉アンケート調査（2019年10月実施）の結果をもとに，以下の内容で聞き取り調査を実施した。

◉両調査と連動し，マツダ社内で以下を実施した。
●女性活躍プロジェクトチーム（人事本部長がリーダー）の活動を6月に開始した。技術系に限らず全社の女性活躍推進を目的とし，本調査結果を参
考にして，人事本部でアンケートおよびインタビューを実施した。2022年度からの施策案について幹部に提案した。

　代表機関である広島大学が中心となり，共同実施機関，および推進協議会メンバー機関と連携して，各機関でのダイバーシティ環
境を調査する。多種多様な機関での調査で得られた知見に基づいて，ダイバーシティ研究環境を実現するためのモデルを開発する。

　各機関で調査を行う。調査は広島大学のダイバーシティ研究センターが中心となって進める。同センターで，複数の学問分野（心
理学，社会学，経営学など）の専門家からなるチームを編成し，多角的な視点から課題にアプローチする。

モデル開発とは

実施の流れ

発信

　本事業の各機関のみならず，他の分野や業種，あるいは広島に限らず他地域でのモデル適用可能性を検討し，その成果を広く国
内外に発信する。

多種多様な機関での調査

メンバー機関のうち女性技術職が在籍する可能性のある企業13社を対象に2種類のアンケート調査を実施した。
■調査①…社内のダイバーシティの現状と課題について人事担当者に質問した。2021年11月19日～12月21日に実施。11社から

回答を得た。
■調査②…会社と仕事に対する考えについて従業員に質問した。2022年3月に実施。

3社での詳細な調査

　2018年度までにアンケート調査と聞き取り調査を終え，2019年度に分析結果が出た2社では，2020年度ならびに2021年度に
施策を実施した。2019年度にアンケート調査を終え，2020年度に分析結果が出た1社では，それに基づいて2021年度に聞き取り
調査を行い，施策を検討した。

上記の結果を一般化しモデルを開発するた
め，多種多様な機関で簡便な調査を行う。

STEP
2

製造系2社，流通系1社で詳細な調査を行い，
施策を実施し，結果を検証する。

STEP
1

これらの調査結果をもとに，業種やダイバー
シティ施策進捗度に応じた，ダイバーシティ
推進モデルを開発する。

STEP
3

　補助金終了後の活動展開や成果についてどのような視点で評価すべきか，また，新型コロナウィルス感染拡大の影響や対応につ
いてどう評価するかについて，外部環境の変化を勘案しながら2022（令和4）年度に行う終了時評価のあり方を検討する。

委員長： 西野　桂子 氏（関西学院大学総合政策学部・総合政策研究科 教授）

委　員： 長尾　眞文 氏（元国連大学サステナビリティ高等研究所 客員教授）

委　員： 橋本　昭彦 氏（国立教育政策研究所教育政策・評価研究部 総括研究官）

　第三者中間評価の手法・対象・手順等をふり返り，2022（令和4）年度に行う終了時評価の枠組みについて，第三者評価委員会
メンバーとメールおよびオンラインで協議した。
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第三者評価委員会の2021（令和3）年度の実績

実 施 日
方 法
対 象

内 容

2021年4月7日～ 27日（17名）ならびに6月16日～ 7月21日（5名）
オンライン（1人1時間程度）

2000年以降入社の技術系の社員22名（上位職の女性には2000年度以前入社の社員も含まれる）。

課長級以上：3名（特定を避けるためジェンダーは記載しない）・係長級：女性4名、男性6名（うち事務系1名）・一般：女性8名、男
性1名・全体のなかで育休経験者：9名
会社と仕事に対する考え，人生設計とキャリアとの関係，職務とキャリア意識の変化

■
■
■

■

／
／
／

／



流通系
　一般的に，流通系の企業では，女性社員が比較的多いものの，女性が現場の主任から管理職に昇進するのに困難が残されている場合もある。女性主任の昇進を阻害する要因には，女性
自身の家庭環境やキャリア意識，上司との関係，男性中心主義的な管理職像，男性中心的な評価の仕方など，さまざまなものが考えられる。
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●モデル開発に加え，本事業の効果を測定するための調査を行う。
●本事業の実施前後に，各機関でアンケート調査を行って，意識の変化などをとらえ，本事業の取り組みがもたらす効果を検証する。
●調査の結果は，第三者評価などの基礎データとする。
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取組［4］ダイバーシティ研究環境実現モデル開発

■事例：イズミ株式会社
◉聞き取り調査（2018年4月～ 6月），アンケート調査（2018年6月～ 8月）の分析結果をもとに，各種施策等を行った。

■事例：デルタ工業株式会社
◉聞き取り調査（2018年3月），アンケート調査（2019年1月～ 2月）の分析結果をもとに，2020年度には以下の施策を実施した。
●若手，中堅を対象とした人事面談を実施し，リモートワーク制度を構築●社内報で男性社員の育休取得紹介。その結果，男性育休対象者の育休
取得率が13.6％（2019年度）から31.0％（2020年度）へ，取得平均日数が42.6日（2019年度）から61.9日（2020年度）へと増加。
◉2021年度には以下の施策を実施した。
●若手，中堅を対象とした人事面談の実施 （継続）●社内報で男性社員の育休取得紹介（継続。2022年1月時点で2021年度取得率26.9%，平均
取得日数47.6日）●介護や育児のためのテレワークの推進（2019年度の人事面談の結果を受けての新制度。ライフイベントのために県外に転居し
た女性社員がリモートで勤務継続などの実績あり）

製造系
　一般的に，製造系の企業では女性社員が少数であり，しかも特定の部署に集中しがちである。そのような環境では，女性が昇進するのにさまざまな困難があると考えられる。男性中心主
義的な風土や慣行，両立支援制度の使いづらさ，男性中心的な評価基準などである。

■事例：マツダ株式会社
◉アンケート調査（2019年10月実施）の結果をもとに，以下の内容で聞き取り調査を実施した。

◉両調査と連動し，マツダ社内で以下を実施した。
●女性活躍プロジェクトチーム（人事本部長がリーダー）の活動を6月に開始した。技術系に限らず全社の女性活躍推進を目的とし，本調査結果を参
考にして，人事本部でアンケートおよびインタビューを実施した。2022年度からの施策案について幹部に提案した。

　代表機関である広島大学が中心となり，共同実施機関，および推進協議会メンバー機関と連携して，各機関でのダイバーシティ環
境を調査する。多種多様な機関での調査で得られた知見に基づいて，ダイバーシティ研究環境を実現するためのモデルを開発する。

　各機関で調査を行う。調査は広島大学のダイバーシティ研究センターが中心となって進める。同センターで，複数の学問分野（心
理学，社会学，経営学など）の専門家からなるチームを編成し，多角的な視点から課題にアプローチする。

モデル開発とは

実施の流れ

発信

　本事業の各機関のみならず，他の分野や業種，あるいは広島に限らず他地域でのモデル適用可能性を検討し，その成果を広く国
内外に発信する。

多種多様な機関での調査

メンバー機関のうち女性技術職が在籍する可能性のある企業13社を対象に2種類のアンケート調査を実施した。
■調査①…社内のダイバーシティの現状と課題について人事担当者に質問した。2021年11月19日～12月21日に実施。11社から

回答を得た。
■調査②…会社と仕事に対する考えについて従業員に質問した。2022年3月に実施。

3社での詳細な調査

　2018年度までにアンケート調査と聞き取り調査を終え，2019年度に分析結果が出た2社では，2020年度ならびに2021年度に
施策を実施した。2019年度にアンケート調査を終え，2020年度に分析結果が出た1社では，それに基づいて2021年度に聞き取り
調査を行い，施策を検討した。

上記の結果を一般化しモデルを開発するた
め，多種多様な機関で簡便な調査を行う。

STEP
2

製造系2社，流通系1社で詳細な調査を行い，
施策を実施し，結果を検証する。

STEP
1

これらの調査結果をもとに，業種やダイバー
シティ施策進捗度に応じた，ダイバーシティ
推進モデルを開発する。

STEP
3

　補助金終了後の活動展開や成果についてどのような視点で評価すべきか，また，新型コロナウィルス感染拡大の影響や対応につ
いてどう評価するかについて，外部環境の変化を勘案しながら2022（令和4）年度に行う終了時評価のあり方を検討する。

委員長： 西野　桂子 氏（関西学院大学総合政策学部・総合政策研究科 教授）

委　員： 長尾　眞文 氏（元国連大学サステナビリティ高等研究所 客員教授）

委　員： 橋本　昭彦 氏（国立教育政策研究所教育政策・評価研究部 総括研究官）

　第三者中間評価の手法・対象・手順等をふり返り，2022（令和4）年度に行う終了時評価の枠組みについて，第三者評価委員会
メンバーとメールおよびオンラインで協議した。
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第三者評価委員会の2021（令和3）年度の実績

実 施 日
方 法
対 象

内 容

2021年4月7日～ 27日（17名）ならびに6月16日～ 7月21日（5名）
オンライン（1人1時間程度）

2000年以降入社の技術系の社員22名（上位職の女性には2000年度以前入社の社員も含まれる）。

課長級以上：3名（特定を避けるためジェンダーは記載しない）・係長級：女性4名、男性6名（うち事務系1名）・一般：女性8名、男
性1名・全体のなかで育休経験者：9名
会社と仕事に対する考え，人生設計とキャリアとの関係，職務とキャリア意識の変化

■
■
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